
別紙様式５号（別記１のⅠの第３の３及び４並びに別記２のⅠの第２の３及び４関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道府県費

市町
村費

その他

本庄
市

埼玉ひ
びきの
農業協
同組合

野菜
(きゅ
うり)

129

当該品
目の単
位面積
又は単
位収量
当たり
の労働
時間を
５％以
上縮減

756時
間/10a
（令和
元年）

756時
間/10a
（令和
2年）

394時
間/10a
（令和
3年）

505時
間/10a
（令和
4年）

520時
間/10a
（令和
4年）

106.3%

環境制御
導入によ
り出荷量
の増加・
労働時間
の削減を
図ること
が出来
た。

野菜
(きゅ
うり)

135

当該品
目の目
標年度
までの
病害虫
による
平均被
害率を
５ポイ
ント以
上低減

32％
（令和
元年）

（6,60
0株
/20,80
0株）

32%
（令和
2年）

（効果
未発
現）

9.2％
（令和
3年）

（1,55
2株
/16,80
0株）

6.1％
（令和
4年）

（1,00
0株
/16,38
0株）

10％
（令和
4年）

（3,63
0株
/36,50
0株）

117.7%

病害虫防
除を徹底
し、目標
達成する
ことがで
きた。

低コスト
耐候性ハ
ウス5棟
（8,682
㎡）
ハウス付
帯設備
灌水、暖
房、カー
テン等

166,980,000 74,767,000 0 0 92,213,000 令和3年3月26日

環境制御
の運用と
病害虫防
除の徹底
により、
成果目標
を達成す
ることが
出来た。

事業実施
主体の努
力により
目標を達
成するこ
とができ
た。

久喜
市、
鴻巣
市、
加須
市、
白岡
市

アグリ
グリー
ン株式
会社

稲（新
規需要
米を除
く）

1

直接販
売・契
約栽培
の取組

51.2%
（令和
元年）
（62.1
t/121.
3t）

100%
（令和
2年）
（114.
2/114.
2t）

100%
（令和
3年）
（105.
9t/105
.9t）

68.2%
（令和
４年）
（61.2
t/89.8
t）

90.6%
（令和
4年）
（96.0
t/105.
9t）

43.1%

単価下落
により契
約更新が
できず、
一部を別
の集荷業
者に相対
で販売し
たため未
達となっ
た。

稲（新
規需要
米）

12

新規需
要米が
占める
面積

71.3%
（令和
元年）
（61ha
/85.5h
a）

78.0%
（令和
2年）
（70.8
ha/90.
8ha）

81.2%
（令和
3年）
（79.1
ha/97.
5ha）

87.1%
（令和
4年）
（94.3
ha/108
.3ha）

83.3%
（令和
4年）
（100h
a/120h
a）

131.6%

主食用米
の一部を
新規需要
米にした
ことと、
農地拡大
を行った
ことによ
り目標を
達成し
た。。

乾燥調製
施設一式

153,780,000 58,926,000 0 0 94,854,000 令和3年3月31日

直接販
売・契約
栽培の取
組につい
て目標未
達となっ
たため、
継続契約
及び新規
契約で出
荷量の一
層の拡大
を図って
いく。

1、2年目
は目標を
達成して
いたもの
の、単価
下落の影
響で目標
を達成で
きかった
ため、契
約を継続
する取組
と新規契
約の取組
が必要で
ある。目
標達成に
向けて、
関係機関
と連携し
て指導を
してい
く。

事業実施後の状況②

事業実施
主体の評

価

目標値
（令和
4年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（令和
元年）

１年後
（令和
２年）

２年後
（令和
３年）

３年後
（令和
４年）

（対象
作物・
畜種等
名）①

達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

２年後
（令和
３年）

３年後
（令和
４年）

計画時
（令和
元年）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

（埼玉県：令和５年度）

市町
村名

事業実
施主体

名

類
別

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

類
別

成果目
標の具
体的な
内容②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月日 都道府県
の評価

１年後
（令和
２年）

目標値
（令和
4年）



熊谷
市

(有)中
条農産
サービ
ス

土地利
用型作
物
（稲）
乾燥調
製施設

11

水稲作
付面積
のう
ち、直
播栽培
技術の
導入面
積の割
合の増
加

10.7%
（令和
元年）
（6.7h
a/62.7
ha）

0%
（令和
２年）
（0ha/
54.8ha
）

0%
（令和
３年）
（0ha/
56.2ha
）

21.5%
（令和
４年）
（16.4
ha/76.
3ha）

21.0%
（令和
4年）
（18.2
ha/86.
7ha）

104.8%

順調に直
播栽培技
術導入面
積を増や
すことが
でき、目
標達成す
ることが
できた。

土地利
用型作
物(麦)
乾燥調
製施設

27

下位等
級指数
（１等
以外の
数量を
全出荷
量で除
して100
を乗じ
たも
の）を
削減

8.6%
（令和
元年）

5.9%
（令和
２年）
（23.0
t/392.
4t）

9.4%
（令和
３年）
（34.4
t/366.
3t）

6.7%
（令和
４年）
（28.6
3t/429
.75t）

6.0%
（令和
4年）

73.0%

肥料高騰
に伴う化
成肥料の
減肥と、
刈取適期
の降雨に
伴う刈遅
れによ
り、品質
低下が生
じ、下位
等級指数
削減目標
が未達と
なった。

鉄骨造り
一部２階
建て
建屋：783
㎡
延床面
積：
865.56㎡
乾燥機80
石×4基

貯留乾燥
ビン150t
×１基 等

199,210,000 90,550,000 0 0 108,660,000 令和3年3月31日

下位等級
指数の削
減が未達
となっ
た。令和
５年産小
麦は施肥
量を通常
に戻すと
ともに、
適期刈取
を行い、
品質向上
に努め
る。

目標未達
の要因と
なった減
肥と刈遅
れの対策
を技術面
を含めて
考える必
要があ
る。
目標達成
に向け、
関係機関
と連携し
指導して
いく。

総合
所見

都道府県平均
達成率

86.00%
目標未達の地区については、販売単価の下落や肥料価格高騰、天候等の影響により、契約販売率の低下や品質の低下がみられた。目標未達となった事業実施主体に対し、契約販売面、栽培技術面それぞれにおいて、関係機
関と連携し、目標達成できるよう指導・支援を行っていく。


